
山梨県肝炎治療助成事業実施要綱一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

山梨県肝炎治療助成事業実施要綱 

 

第１条～第７条 （略） 

２（略） 

 

３ 市町村民税課税年額の算定に当たっては、次に定めるところによるものとす

る。 

一 平成２４年度以降分の市町村民税課税年額の算定に当たっては、「控除廃

止の影響を受ける制度等（厚生労働省健康局所管の制度に限る。）に係る取

扱いについて」（平成２３年１２月２１日健発1221第8号厚生労働省健康局長

通知）により計算を行うものとする。 

二 平成３０年度以降分の市町村民税課税年額の算定に当たっては、市町村民

税所得割の納税義務者が地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条

の１９第１項の指定都市の区域内に住所を有する場合については、地方税法

及び航空機燃料譲与税法の一部を改正する法律(平成２９年法律第２号）第

１条による改正前の地方税法に規定する市町村民税所得割の標準税率

（６％）により算定を行うものとする。 

三 平成３０年９月以降において、申請者を含む世帯構成員のいずれかが、未

婚のひとり親として、地方税法第２９２条第１項第１１号イ中「夫と死別し、

若しくは夫と離婚した後婚姻をしていない者又は夫の生死の明らかでない

者で政令で定めるもの」とあるのを「婚姻によらないで母となつた女子であ

つて、現に婚姻をしていないもの」と読み替えた場合に同号イに該当するこ

ととなる者又は同項第１２号中「妻と死別し、若しくは妻と離婚した後婚姻

をしていない者又は妻の生死の明らかでない者で政令で定めるもの」とある

のを「婚姻によらないで父となつた男子であつて、現に婚姻していないもの」

と読み替えた場合に同号に該当することとなる者であるときは、その者を同

項第１１号イに定める寡婦又は同項第１２号に定める寡夫とみなして、同法

第２９５条第１項の規定により当該市町村民税が課されないこととなる者

として、又は同法第３１４条の２第１項第８号の規定による寡婦控除及び寡
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第１条～第７条 （略） 

２ （略） 

 

 （新規） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



夫控除並びに同条第３項の規定による特別寡婦控除が適用された場合の所

得割額を用いることとして、算定を行うことができるものとする。 

４ 前項の規定による合算対象からの除外を受けようとする者は、市町村民税額

合算対象除外申請書（様式第２号）を、知事に提出するものとする。 

 

 

 附 則 

   (略) 

この要綱は、平成３０年 ４月２０日から施行し、平成３０年 ４月 １日か

ら適用する。 

この要綱は、平成３１年 ４月１９日から施行し、平成３１年 ２月２６日か

ら適用する。 

 

別紙１ 認定基準 

１ ～ ２（１） （略） 

（２）ペグインターフェロン、リバビリン及びプロテアーゼ阻害剤３剤併用療法

について 

 

ＨＣＶ－ＲＮＡ陽性のＣ型慢性肝炎で、ペグインターフェロン、リバビリ

ン及びプロテアーゼ阻害剤による３剤併用療法を行う予定、又は実施中の者

のうち、肝がんの合併のないもの。 

 

※１ 上記については、２．（１）に係る治療歴の有無を問わない。 

 

※２ 上記については、原則１回のみの助成とする。ただし、３剤併用療法の

治療歴のある者については、他のプロテアーゼ阻害剤を用いた再治療を行

うことが適切であると判断される場合に限り、改めて助成の対象とするこ

とができる。 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

３ 前項の規定による合算対象からの除外を受けようとする者は、市町村民税額

合算対象除外申請書（様式第２号）を、知事に提出するものとする。 

 

 

 附 則 

  

この要綱は、平成３０年 ４月２０日から施行し、平成３０年 ４月 １日か

ら適応する。 

                                    

                                        

                                          

別紙１ 認定基準 

１ ～ ２（１）  （略） 

（２）ペグインターフェロン、リバビリン及びプロテアーゼ阻害剤３剤併用療法

について 

 

ＨＣＶ－ＲＮＡ陽性のＣ型慢性肝炎で、ペグインターフェロン、リバビリ

ン及びプロテアーゼ阻害剤による３剤併用療法を行う予定、又は実施中の者

のうち、肝がんの合併のないもの。 

 

※１ 上記については、２．（１）に係る治療歴の有無を問わない。 

 

※２ 上記については、原則１回のみの助成とする。ただし、３剤併用療法の

治療歴のある者については、他のプロテアーゼ阻害剤を用いた再治療を行

うことが適切であると判断される場合に限り、改めて助成の対象とするこ

とができる。 

 

※３  テラプレビルを含む３剤併用療法については、日本皮膚科学会皮膚科専

門医（日本皮膚科学会が認定する専門医主研修施設又は研修施設に勤務す

る者に限る。）と連携し、日本肝臓学会肝臓専門医が常勤する医療機関での

実施に限り助成対象とする。 

 



※３ 上記については、直前の抗ウイルス治療として２．（３）に係る治療歴

がある場合、助成の申請にあたっては、原則として日本肝臓学会肝臓専門

医が「肝炎治療受給者証の交付申請に係る診断書」を作成すること。 

 

 

 

（３）インターフェロンフリー治療について 

ＨＣＶ－ＲＮＡ陽性のＣ型慢性肝疾患（Ｃ型慢性肝炎若しくはChild-Pugh

分類ＡのＣ型代償性肝硬変又はChild-Pugh分類Ｂ若しくはＣのＣ型非代償性

肝硬変）で、インターフェロンを含まない抗ウイルス治療を行う予定、又は実

施中の者のうち、肝がんの合併のないもの。 

 

※１ 上記については、Ｃ型慢性肝炎又はChild-Pugh分類ＡのＣ型代償性肝硬

変に対しては原則１回のみの助成とし、Child-Pugh分類Ｂ又はＣのＣ型非

代償性肝硬変に対しては１回のみの助成とする。ただし、インターフェロ

ンフリー治療歴のある者については、肝疾患診療連携拠点病院に常勤する

日本肝臓学会肝臓専門医によって他のインターフェロンフリー治療薬を用

いた再治療を行うことが適切であると判断される場合に限り、改めて助成

の対象とすることができる。なお、２．（１）及び２．（２）に係る治療歴

の有無を問わない。 

 

 

別紙２ 助成期間の延長に関する要件 （略） 

 

 

 

 

 

様式第 1 号（第６条関係） 

～様式第４号の８（第８条関係） （略） 

 

 

 

 

※４ 上記については、直前の抗ウイルス治療として２．（３）に係る治療歴

がある場合、助成の申請にあたっては、原則として日本肝臓学会肝臓専門

医が「肝炎治療受給者証の交付申請に係る診断書」を作成すること。 

 

 

 

（３）インターフェロンフリー治療について 

ＨＣＶ－ＲＮＡ陽性の        Ｃ型慢性肝炎又はChild-Pugh分類 

ＡのＣ型代償性肝硬変                        

   で、インターフェロンを含まない抗ウイルス治療を行う予定、又は実施

中の者のうち、肝がんの合併のないもの。 

 

※１ 上記については、                        

     原則１回のみの助成と                   

                      する。ただし、インター

フェロンフリー治療歴のある者については、肝疾患診療連携拠点病院に常勤

する日本肝臓学会肝臓専門医によって他のインターフェロンフリー治療薬

を用いた再治療を行うことが適切であると判断される場合に限り、改めて助

成の対象とすることができる。なお、２．（１）及び２．（２）に係る治療歴

の有無を問わない。 

 

 

別紙２ 助成期間の延長に関する要件 （略） 

 

 

 

 

 

様式第 1 号（第６条関係） 

～様式第４号の８（第８条関係） （略） 

 

 

 

 



様式第３号（第８条関係）の裏面 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式第３号（第８条関係）の裏面 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第４号の１～８の全ての裏面 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式第４号（第８条関係）の１～８の裏面の裏面 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第４号の５（第８条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式第４号の５（第８条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第４号の６（第８条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式第４号の６（第８条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第４号の７（第８条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式第４号の７（第８条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第４号の８（第８条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式第４号の８（第８条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第４号の９（第８条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式第４具の９（第８条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 



様式第４号の１０（第８条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第５号（第８条関係） 

 ～様式第１３号（第１４条関係） （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式第５号（第８条関係） 

 ～様式第１３号（第１４条関係） （略） 



 


